
歴史的町並み地区における外部資本店舗の進出と地域受容に関する研究 

-観光地化する川越の重要伝統的建造物群保存地区を事例に- 

 正会員 ○賀佳惠 1* 

 正会員  川原晋 2** 

正会員  岡村祐 3*** 

 

 

 

はじめに 

 歴史的町並みや文化財が保存とともに地域資源として

新しく観光活用が行われつつある（文化庁 2015）。実際に、

京都などでは歴史的町並みを活用し観光地の発展を遂げ

ている。そのなかで近年、地元地域外の人が経営者とな

る「外部資本店舗」¹⁾の出店が、まとまりのない建物外

観のデザインを生む事例（林 2004）や来訪者の「どこに

でもあるような土産屋ばかりで、風情がない」などの口

コミサイト評価などが散見され、外部資本店舗の参入は、

歴史的な町並みの乱れや個性喪失の懸念を創出する。 

一方で、生活と生業が共存した歴史的な町並みが現代

に商店街及び中心市街地として現存するが、商店の存続

がなければ建物や町並みの保全も実現しない。従って、

多くの商店街再生において跡継ぎ問題や既存店の不振に

対して、新規店や人材の参入が必要性と共に、歴史的な

町並みを生かせる力のある新規店の参入が期待される

（川原 2013）。特に、これら地域への出店を志向し全国的

展開を行うチェーン型小売企業の進出は、魅力的な店構

え・商品や他地区での実績を持つため、新たな集客力を

生む店舗として新規参入が本来歓迎されるべきである。 

こうした正負両面を持ち合わせた外部資本店舗につい

て、これまでに参入される歴史的な町並みの地域がどう

取り組み、受け止めているか明らかにされていない。 

 

Ⅰ.研究目的 

そこで本研究は、観光地化の進行する歴史的町並みに

おける外部資本店舗の進出状況と、それを受け止める地

元組織、および外資本店舗の双方の見解を把握すること

で、外部資本店舗の参入を活かしながら、個性を失わな

い町並み保全・活用のあり方の提言を目指す。 

研究方法は、歴史的町並みの保全の取り組みが明確に

わかる重要伝統的建造物群保存地区²⁾（以下、重伝建地

区と呼ぶ）を対象とする。そして、その重伝建地区に集

中的に参入している外部資本店舗の中でも影響力がある

と考えられる店舗として、全国的展開を行うチェーン型

小売企業を「伝建チェーン」と定義したうえで、①伝建

チェーン企業の全国的な実態把握する。次に、その中で

も②観光地化の著しい埼玉県川越市の重伝建地区を対象

に、地元の行政や様々な地域組織、伝建チェーンを含め

た様々な外部資本店舗へのインタビュー調査を通して、

外部資本店舗の地域での受容の詳細な状況を把握する。 

Ⅱ．伝建チェーン企業の全国的な実態 

まず、重伝建地区における伝建チェーンの全国的な状

況の把握を行った。伝建チェーン企業の定義として①重

伝建地区における店舗出店が存在②日本八地方区分に基

づき、本社（本部）の所在地区以外に複数店舗出店して

いること③観光客向けの商材を扱う、という３つを設定

する。そして、重伝建地区を有する行政・観光協会等の

web ページ情報から、これらの条件に該当する企業と出店

が行われている重伝建地区を把握した。 

調査の結果、2016 年 3 月現在、伝建チェーン企業に該

当するのは５社存在し、全重伝建地区 110 地区のうち 5 地

区に限られることを把握した。（表 1, 2 参照）。 

この 5 社について、出店形態は主に路面店で、観光客向

け商材を主に扱っていた。中でも店舗数で最大手のＴ社

は、自社内で複数の店舗ブランドを持っていた。また、

Ａ社のような住宅地の大型商業モールへの出店をも志向

する、観光地と住宅地の双方に出店を行う“多方面型”

と呼べる企業も存在した（表 3 参照）。 

 

表 1 伝建チェーン企業５社の概要 

名称 本社所在地 創業年 主な販売品目 

Ｔ社 京都府 1980 年 和雑貨・食品・キャラクターグッズ 

Ｓ社 熊本県 1971 年 蜂蜜製品 

Ｄ社 山梨県 1957 年 アクセサリー・雑貨 

Ｍ社 長野県 不明 豆菓子 

Ａ社 神奈川県 1977 年 民藝品 

 

表 2 重伝建地区における伝建チェーン店舗総数 

重伝建地区名 伝建チェーンの出店店舗総数 

北海道 函館 3 社 9 店舗 

埼玉県 川越 5 社 12 店舗 

京都府 産寧坂 2 社 3 店舗 

岡山県 倉敷 3 社 6 店舗 

大分県 豆田 2 社 3 店舗 
  

表 3 伝建チェーン企業別出店形態 
名称 総店舗 路面店舗 商業施設内店舗 大型商業モール内店舗 

Ｔ社 140 店 129 店 10 店 0 店 

Ｓ社 50 店 42 店 8 店 0 店 

Ｄ社 38 店 36 店 2 店 0 店 

Ｍ社 18 店 18 店 0 店 0 店 

Ａ社 70 店 18 店 6 店 46 店 
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Ⅲ．川越の外部資本店舗進出の時空間的な変遷把握 

ここからは、伝建チェーンの出店がみられる 5 つの重伝

建地区の中でも、伝建チェーン企業全社の出店と出店店

舗総数が全国最多の重伝建地区である“川越”を対象に

出店状況や地域組織に着目する。 

川越の重伝建地区における町並み保全は、伝統的建造

物をはじめとする文化財が多く現存する「川越一番街商

店街」（以下、一番街と呼ぶ）を中心として、取り組みが

昭和 60 年代より取り組まれてきた。特に商店街組合や自

治会、専門家など地域の多様な主体で構成された「川越

町並み委員会」を組織し、全国に先駆けて策定した提案

型の町づくり原則である「町づくり規範」を 30 年近く地

元組織が運用してきたことが町並み保全に効果的に働い

ている。しかし近年、一番街のメイン通りである県道 39

号線主要地方道川越坂戸毛呂山線の札の辻交差点から仲

町交差点間（以下、表通りと呼ぶ）において、外部資本

店舗の増加が著しく、伝建チェーンもこの表通りに面し

た路面店として出店を行い、町並みの状況はかなり変化

している（図１参照）。そこで、一番街における伝建チェ

ーンを含めた外部資本店舗の進出の時空間的な変遷把握

ための調査をおこなった。 

まず、町並みの観光地化の変遷を辿るために、一番街

に関わる町づくりや観光地化に影響を与えたと考えられ

る各種取り組みと事象を文献調査および補足的ヒアリン

グから把握した。川越市が 1982 年から観光入込客数の統

計を取っていることから、本研究ではこの 1982 年からを

観光地化の変遷を辿る起点として調査を行った。 

次に 1982~2015 年の 33 年間（欠損：1983/1985/1966/1988/1990）

のゼンリン住宅地図（1,500 分の 1 縮尺）を用いて一番街

の表通りに面した東側と西側双方の各店舗の業態と業種

の変化を「川越一番街表通り店舗変遷一覧図」として作

成した（図２は東側店舗の変遷のみを抜粋）。表通りを中

心として、札の辻交差点を北、仲町交差点を南としたと

きに東側に道に面して存在する店舗（東側店舗）と西側

に存在する店舗（西側店舗）それぞれの店舗変化を区別

している。「店舗変化」とは、具体的には、1982 年を基準

として、その時点で存在した店を上から順に店舗種に応

じた色分けを行った。店舗種類は主に「名前」からその

業種を確認し、名前に変更があった時点で、店舗変化が

あったものとして判断し、店舗分類を変更した。名前か

らは判断が出来なかった店舗については一番街商店街組

合の現理事長へのヒアリングおよび、Web上で来訪者によ

る過去の記述を元に分析を行った。なお、名前の表記に

変更がなかった場合は、店舗変化がないものとした。 

その結果、一番街において 1982 年から 4 度、観光地化

の急進する契機が存在し、なかでも 2000 年代初頭に大手

伝建チェーンＴ社の出店を機に、外部資本店舗の増加が

見られたことで。第 3 次観光対象化が進行したと言え、近

年は新規店舗の建物の所有者が同一であるために、外部

資本店舗が隣接出店し群をなして増加していることも確

認され、第 4 次観光地化の進行が示唆された。 

 

既存店舗 
観光地化以前(1982 年)から営業もしくは 

川越出身の経営者の店舗 

住宅 住宅利用 

外部資本店舗 外部資本店舗の定義にあたる店舗 

観光関連 観光に関する利用 

駐車場 駐車場 

空地/家 空き地や空き家 

クラブ クラブやパブ 

不明 用途不明 

川越一番街表通り店舗変遷一覧図 凡例 

表通りに面した「東側店舗」の店舗変化 (1982～2015 年) 

第４次観光地化期 第３次観光地化期 

図１ 川越一番街商店街        図 2 川越一番街表通り店舗変遷一覧図（東側店舗のみ抜粋） 
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Ⅳ．地元組織の外部資本店舗に対する見解 

本章では、外部資本店舗に対して特に一番街に関わる

地元の各地域組織がどのように受け止めているかの見解

を把握する。このとき、プレヒアリングから外部資本店

舗と顔が見える関係の重要性が指摘されたことから、経

営者と実店舗の店長が同一か否か、経営権限のある本社

との川越と距離を指標として分類した（図３参照）。縦軸

は、経営者と店長が同一であるものを個人店舗、経営者

と店長が異なり 2,3 店舗を有する小規模展開企業と、大規

模な店舗展開をしている全国チェーン企業とに区別した。

横軸は、本社所在地である。 

その結果、外部資本店舗を県内出身個人店舗/県外出身

個人店舗/県内出身小規模店/県外出身小規模店/伝建チェー

ンの５つタイプに類型化を行った。 

また一番街においては、外部資本店舗の県内出身個人

店舗が存在しなかったため、以後県内出身個人店舗と県

外出身店舗を合わせて市外出身個人店舗としている。調

査方法は、一番街に関わる 12 の地域組織の代表者（表 4

参照）に対して各２時間程度のインタビューを行い、他

組織との関係と外部資本店に対する見解を伺った。 

  図 3 外部資本店舗の筆者による仮説的類型化 

①川越市都市景観課 主任 ⑦川越市観光課 観光施設・企画担当 

②川越町並み委員会 委員長 ⑧まちづくり川越 グループマネージャー 

③NPO 法人川越蔵の会 副会長 ⑨不動産屋Ｋ社  会長 

④川越商工会議所  経営支援部 ⑩自治会Ｓ町  

⑤小江戸川越観光協会 専務理事 ⑪あきんどの会  

⑥川越一番街商業協同組合理事長 ⑫既存店舗 Ｇ店 

     （インタビュー実施期間 2015/10/30~12/24） 

 

その結果、重伝建地区における関わり方の違いで３タ

イプの組織に整理でき、観光や活用で関わる「観光・活

用系」、また商業者である「一番街商店街組合」そして町

並み保全等で関わる「保全系」の３タイプとなった。中

でも観光・活用系と保全系の組織の関係は薄く、間を取

り持つのが商店街組合であることが分かった（図 4 参照）。 

次に外部資本店舗に対する捉え方の相違をインタビュ

ー中の言及整理することで３タイプごとの違いを分析し

た。その結果、観光・活用系の組織は漠然と外部資本店

舗を捉え、その多様性の実態を把握していないことが分

かった（図５参照）。一方、商店街組合は外部資本店舗と

日常的な関係性が存在するため、個人店および県内小規

模店を地元店舗、それ以外を外部資本店舗として捉えて

いた。そして企業形態を問わず新規店舗と古くからの既

存店舗を区分して捉えていた（図６参照）。さらに保全系

の組織は、商店街立場の方々から川越町並み委員会等の

場において、外部資本店舗出店後の実態の情報共有が行

われるため商店街組合と同様に外部資本店舗を捉えてい

た(図７参照)。つまり、川越の重伝建地区における外部資

本店舗は地域の組織ごとの日常的な関係の度合差によっ

て異なる捉え方が存在するといえる。 

なお保全系の中心は町並み委員会であるが、外部資本

店舗を含めた新規店舗との関わりが建物保全協議に限定

され、出店後の地域との関わり方等を協議や指導する役

割を担う存在が不在であることがわかった。 

また全対象への調査ではないため参考的見解ではある

が、地域内には住民立場で自治会組織や建物所有者が存

在し、自治会の立場からは地域の川越祭りへの関わり方

が、外部資本店舗に対する印象に影響を与えることが示

唆された。また建物所有者の立場は、特に表通りにおけ

る伝統的建造物の維持費を賄うために高額のテナント料

を設定する現状がわかり、これの支払い対応できる資本

を持つ伝建チェーン企業の参入が多いことが推察された。 

表４ インタビューを行った地元の地域組織一覧 

 

図 4 川越一番街に関わる地元の地域組織の関係図 

図 5 観光・活用系組織の外部資本店舗の捉え方 

図 6 一番街商店街組合の外部資本店舗の捉え方 

図 7 保全系組織の外部資本店舗の捉え方 
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Ⅴ. 外部資本店舗の各立場の地域との関わりに対する見解 

次に、一番街における４タイプの外部資本店舗が、地

域の「観光・活用系」、「一番街商店街組合」、「保全系」

の３タイプの地元組織とどのように関わっているかの把

握と、その中に存在する課題の把握を目的として調査を

行った。調査方法は、類型化した４タイプの外部資本店

舗それぞれから１店舗ずつ抽出し（表５参照）、各２時間

程度のインタビューを行った。 

 

外部資本店舗タイプ インタビュー対象 主な事業 

市外出身個人店舗 O 店 店長 雑貨販売 

県内出身小規模店舗 P 店 店長 お茶屋 

県外出身小規模店舗 R 店 店長 体験工房 

伝建チェーン店舗 T 社 地域責任者 和雑貨.食品販売 

 

その結果、一番街に出店する４タイプの外部資本店舗

は、保全系の組織とは店舗出店準備時の関わりのみであ

ること、観光・活用系の組織とはその組織の会員である

店舗以外は日常的な関わりが存在しないことが、共通の

関わり方であった。しかし、商店街組合とはタイプごと

で関わりが異なった（表６参照）。全タイプとも、基本的

に商店街組合に加入し、日常活動等に協力的であるもの

の、個人店以外の店舗タイプでは、夜の会合や給与の出

ない時間外活動、また従業員は地域外居住であることか

ら参加しづらい状況が存在した。ただし、伝建チェーン

であっても、他地区と異なり川越の店舗責任者が商店街

活動に深く関与した店舗もあり、会社の意思よりも川越

の町並み保全の取り組みを理解し地域に根ざそうとする、

店長個人の判断によることが分かった。 

その背景には、①商店街組合が外部資本店舗の責任者

を組合理事への任命することや、②商店街理事長中心と

して商店街の今後のビジョンを共有するための場を、近

年増加する今までの川越の町並み保全の経緯を知らずに

地域へ参入する外部資本店舗を含めて設けていること、

といった外部資本店舗を巻き込もうとする商店街組合側

の努力があることも分かった。 

また、外部資本店舗が考える地域組織との関わりに関

する課題としては、地域に存在する明文化されていない

通例や暗黙のルールを知らないことで地域への参入当初

に苦労しているという意見が多く、その明文化や情報の

やり取りが気軽に行え、窓口となる人を明確にしてほし

いといった地域側の受け入れ体制の整備への期待があっ

た。また、外部資本店舗自身も地域と関わることに関し

ては、各実店舗の店長などの責任者の意思によって地域

との関わりの深さが異なっており、店長等からも企業と

しての後援体制等の必要性が指摘された。  

 

Ⅵ．まとめと提言 

伝建地区の商業地を発展させるためには、家賃負担力

の高い外部資本店舗の参入は必要な状況にある。これを

受容した上で、川越の事例からは町並み保全のハード面

の取組みだけでなく地元や商店街の活動・祭への参加な

ど伝建地区の個性を損なわず、むしろ支える側の役割を

期待した巻き込み方が見られ、伝建チェーンと呼んだ全

国展開を行う外部資本企業も協力する状況が見られた。

これは「外部資本店舗の地域化」の取り組みといえる。 

またその働きかけは、これまで町並み保全の中心を担

ってきた保全系の立場でなく日常活動で関わりの深い商

業系組織の方が、外部資本店舗を細分化して捉えており、

力を発揮しやすいことが示唆された。しかし川越では商

店街組合内の個人の努力によってこれが進められおり、

まだ仕組み化されていない。今後は外部資本店舗に対し

て、伝建地区が有する町づくり規範のようなハード面の

ルールだけでなく、地域や商店が担ってきた地域活動の

あり方について事前に明示できるルールを確立し、それ

を町並み委員会のような組織を持って運用していくこと

が有効的であると考えられる。さらには、一概に外部資

本店舗と括るのではなく、その種別の事情に応じた地域

化へ働きかけの方法が研究される必要があるといえる。 

 

註釈 

¹⁾本稿での外部資本店舗とは、地元地域出身者でない経営者による店舗である

と広く捉え、１店舗のみから複数店舗展開の企業までを含む。地域の様々な立

場の人がその範囲をどう捉えているかをⅣ章で論じている。 

²⁾重伝建地区に着目するのは文化財保護法に基づき特に国から選定された町並

みであり、観光地化のポテンシャルが高く、かつ一般的に独自のルールによる

地域の取り組みがあるためである。 
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表６ 外部資本店舗のタイプ別の商店街組合関わり度合一覧 

 

表記：○常に参加/ ▲時々/ ×ほとんどない 

表 5 外部資本店舗のタイプ別の商店街組合関わり度合一覧 
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